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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。 

３ 純資産額の算定にあたり、第70期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号)を適用している。 

４ 平成19年４月26日付で、連結子会社であった株式会社神田製作所の全株式を同社へ譲渡したことにより、連

結子会社が存在しなくなったため、第71期中は中間連結財務諸表を作成していない。よって、第71期中の連

結経営指標等については記載していない。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期

会計期間
自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日

自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日

自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日

売上高 (千円) 2,626,450 2,965,127 ─ 6,066,535 6,141,002

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) △102,430 85,576 ─ 69,796 259,938

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(千円) △167,191 80,186 ─ 24,050 278,901

純資産額 (千円) 2,717,191 3,017,068 ─ 2,998,600 3,183,399

総資産額 (千円) 5,267,093 6,094,087 ─ 6,129,067 5,943,986

１株当たり純資産額 (円) 315.44 350.34 ─ 348.20 369.80

１株当たり 
中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(円) △19.41 9.31 ─ 2.79 32.39

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益

(円) ― ─ ─ ― ─

自己資本比率 (％) 51.6 49.5 ─ 48.9 53.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △119,268 △140,950 ─ 189,919 398,399

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △3,329 △8,942 ─ 179,557 25,962

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △466 △5,000 ─ △30,967 △712

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 309,210 615,890 ─ 770,783 1,194,433

従業員数 (人) 373 348 ─ 350 336



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、潜在株式が存在しないため記載していない。

３ 純資産額の算定にあたり、第70期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号)を適用している。 

４ 第70期の「１株当たり配当額」には、創立60周年記念配当２円が含まれている。 

５ 第70期以前は中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成していたため、「持分法を適用した場合の投資利

益」、「営業活動によるキャッシュ・フロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」、「財務活動によ

るキャッシュ・フロー」及び「現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高」については記載していない。 

  

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期

会計期間
自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日

自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日

自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日

売上高 (千円) 2,407,980 2,698,793 2,421,137 5,590,274 5,563,210

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) △82,723 81,378 △5,454 70,229 187,052

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(千円) △138,039 73,978 35,245 34,128 204,205

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ─ ─ 11,984 ─ ─

資本金 (千円) 1,310,825 1,310,825 1,310,825 1,310,825 1,310,825

発行済株式総数 (株) 8,744,091 8,744,091 8,744,091 8,744,091 8,744,091

純資産額 (千円) 2,580,199 2,851,854 2,876,123 2,831,371 2,944,512

総資産額 (千円) 4,955,498 5,708,001 5,388,425 5,780,357 5,491,978

１株当たり純資産額 (円) 299.54 331.16 334.35 328.78 342.05

１株当たり 
中間(当期)純利益又は
中間純損失(△)

(円) △16.02 8.59 4.10 3.96 23.71

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円) ─ ─ ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) 0.00 0.00 0.00 0.00 5.00

自己資本比率 (％) 52.1 50.0 53.4 49.0 53.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ─ ─ 161,412 ─ ─

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ─ ─ 62,635 ─ ─

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ─ ─ △48,751 ─ ─

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) ─ ─ 1,273,036 ─ ─

従業員数 (人) 325 300 286 304 287



２ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び関連会社１社(日神電子株式会社)で構成され、建設事業、情報システム事

業、不動産賃貸事業及び製造事業を事業の内容としている。 

 なお、平成19年４月26日付で連結子会社であった株式会社神田製作所の全株式を同社に譲渡したことに

より、連結子会社は存在しなくなった。 

 当社グループの事業内容は、次のとおりである。 

   
事業の系統図は次のとおりである。 

  
 

※＝持分法適用関連会社 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、連結子会社であった株式会社神田製作所の全株式を同社へ譲渡したことによ

り、連結子会社は存在しなくなった。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

(平成19年９月30日現在) 

 
(注) 従業員数は就業人員である。 

  

(2) 労働組合の状況 

労使関係については、特に記載すべき事項はない。 

  

建設事業 当社は、株式会社日立製作所の特約店となっており、建設業法に基づく特定建設

業者として、国土交通大臣許可をうけ、電話交換設備、各種ネットワークシステ

ムの企画・提案・構築等、及びサポートサービスを営んでいる。

情報システム事業 当社は、株式会社日立製作所の特約店と三菱電機株式会社の代理店となってお

り、情報機器及びソフトウェアの販売、情報システムの企画・提案・構築等、及

びサポートサービスを営んでいる。

不動産賃貸事業 当社は、所有不動産を有効活用するため、賃貸事業を営んでいる。

製造事業 関連会社の日神電子株式会社は、無線関係、ＣＣＴＶ、放送装置等電子機器の製

造、販売、システム設計等を営んでいる。

従業員数(人) 286



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国の経済は、企業業績が引き続き好調に推移するなか、民間の設備投資

は増加傾向にあり、また個人消費も持ち直し、景気は回復基調で推移した。 

このような経営環境のもと、当社は、ＩＣＴ改革の進む情報通信革命のなか、高度ブロードバンド化

の進展が一層進むユビキタスネットワーク情報社会において、引き続き情報と通信の両分野の技術を持

つ強味を生かし、情報通信ネットワークの企画・提案・設計・構築及びサポートサービスまでをオール

インワンでトータルにサポートし、また、高度な技術開発とニュービジネスモデルの創造、新製品の開

発を通して、市場ニーズに適合したソリューションビジネスを展開してきた。 

当中間会計期間における建設事業では、大手・中堅企業のＩＰネットワーク関連設備工事等の事業

が、受注・売上案件の下期へのずれ込み等で売上高が計画を下回り、情報システム事業でも独立行政法

人を中心とした公会計システムや社会福祉システム等の事業が計画を下回った。 

これらの結果、当中間会計期間の受注高は25億20百万円(前中間会計期間比9.0％減)、売上高24億21

百万円(前中間会計期間比10.3％減)となり、経常損失は５百万円(前中間会計期間経常利益81百万円)と

なった。中間純利益については、子会社株式の譲渡益48百万円を特別利益に計上することにより35百万

円(前中間会計期間比52.4％減)となった。 

① 建設事業 

ＩＰ－ＰＢＸの提供で企業のネットワークインフラの設計・提案・構築とサポートサービスを行っ

ており、引き続き大手・中堅企業の全国ネットワーク構築や地方自治体のＩＰ－ＰＢＸとＬＡＮシス

テムの構築、セキュリティ関連システムなどのソリューション提案による拡販を積極的に推進した。

その結果、受注高は19億98百万円(前中間会計期間比6.9％増)となり、完成工事高18億９百万円(前

中間会計期間比11.8％減)となった。 

② 情報システム事業 

自社ブランドのパッケージソフト開発と販売、一般企業や独立行政法人・社会福祉法人向けシステ

ム開発及びセキュリティ関連ビジネスとハード、ソフトのサポートサービスを行っており、独立行政

法人向け財務会計ソフト「見える会計」、社会福祉法人向けソフト「リョーシンハートフルシステ

ム」等、継続した自社開発パッケージソフトの提案やセキュリティ関連システム提案等のソリューシ

ョンビジネスを展開した。 

その結果、受注高は４億96百万円(前中間会計期間比43.1％減)となり、売上高は５億85百万円(前

中間会計期間比5.9％減)となった。 

③ 不動産賃貸事業 

不動産の賃貸を事業としており、売上高は25百万円(前中間会計期間比0.5％減)となった。 

(注)「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きで表示している。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物は、12億73百万円と前事業年度末と比べ、１億75百万円

の増加（前事業年度比16.0％増）となった。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前中間純利益が42百万円であり、売上債権が１億48百万

円減少し、仕入債務が78百万円増加したこと等により、結果として１億61百万円の増加となった。 



投資活動によるキャッシュ・フローは、子会社株式譲渡による収入78百万円と、有形固定資産の取得

による支出17百万円があったこと等により、62百万円の増加となった。 

財務活動によるキャッシュ・フローは48百万円の減少となったが、これは、配当金の支払による支出

42百万円があったこと等による。 

なお、連結子会社がなくなったことから、当中間会計期間は中間連結キャッシュ・フロー計算書を作

成していないので、前年同期との比較は行っていない。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社が営んでいる事業の大部分を占める建設事業及び情報システム事業では請負形態をとっているた

め、生産実績及び販売実績を定義することは困難である。 

よって、受注及び販売の状況については「１ 業績等の概要」における各事業の業績に関連付けて記載

している。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間会計期間において、研究開発活動は特段行われていない。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 26,850,000

計 26,850,000

種類
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月17日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,744,091 同左
ジャスダック
証券取引所

―

計 8,744,091 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年９月30日 ― 8,744,091 ― 1,310,825 ― 328,000



(5) 【大株主の状況】 

(平成19年９月30日現在) 

 
(注) 当社名義の株式141千株(1.61％)を所有しているが、当該株式には議決権がないため、上記には記載していな

い。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

佐山 浄道 東京都足立区 1,163 13.31

佐藤 正 千葉県市川市 890 10.18

神田通信機従業員持株会 東京都千代田区神田富山町24番地 416 4.76

佐藤 久世 千葉県市川市 204 2.34

佐藤 利彦 茨城県古河市 141 1.61

日本証券金融株式会社(業務口) 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 136 1.56

大同生命保険株式会社 大阪府大阪市西区江戸堀一丁目２番１号 100 1.14

首代 恭二郎 東京都江戸川区 88 1.01

秋元 梅子 千葉県市川市 85 0.98

辻塚 英子 千葉県八千代市 66 0.75

計 ― 3,291 37.65



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成19年９月30日現在) 

 
  

② 【自己株式等】 

(平成19年９月30日現在) 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式     141,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  8,525,000 8,525 ─

単元未満株式 普通株式   78,091 ─ ─

発行済株式総数 8,744,091 ― ―

総株主の議決権 ― 8,525 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
神田通信機株式会社

東京都千代田区神田富山町
24番地

141,000 ― 141,000 1.61

計 ― 141,000 ― 141,000 1.61

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 212 250 215 209 201 184

最低(円) 194 195 202 192 176 159



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。 

 なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24

年建設省令第14号)に準じて記載している。 

 なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、証券取引法

第193条の２の規定に基づき、みすず監査法人による中間監査を受けている。 

 また、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表については、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、新日本監査法人による中間監査を受けている。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代している。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間 みすず監査法人 

  当中間会計期間            新日本監査法人 

  

３ 中間連結財務諸表について 

平成19年４月26日付で、連結子会社の株式会社神田製作所の全株式を同社へ譲渡したことにより、連結

子会社が存在しなくなったため、当中間会計期間の中間連結財務諸表は作成していない。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金預金 ※１ 940,205 1,519,349

   受取手形・完成工事未収入金等 ※２ 1,349,542 1,004,062

   未成工事支出金・仕掛品 550,702 228,531

   その他たな卸資産 7,617 7,279

   その他 63,474 35,216

    貸倒引当金 △2,117 △1,581

    流動資産合計 2,909,425 47.7 2,792,857 47.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

    建物・構築物 1,636,231 1,643,022

    土地 ※１ 1,532,412 1,532,412

    その他 275,609 268,690

     減価償却累計額 △1,251,102 △1,261,410

     有形固定資産合計 2,193,150 36.0 2,182,713 36.7

 ２ 無形固定資産 10,902 0.2 10,777 0.2

 ３ 投資その他の資産

    投資有価証券 ※１ 930,398 905,474

    その他 63,885 64,691

     貸倒引当金 △13,674 △12,528

     投資その他の資産合計 980,609 16.1 957,637 16.1

     固定資産合計 3,184,661 52.3 3,151,128 53.0

     資産合計 6,094,087 100 5,943,986 100



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形・工事未払金等 ※１ 1,288,331 848,629

   短期借入金 ※１ 270,000 275,000

   賞与引当金 130,100 140,700

   受注工事損失引当金 13,042 6,102

   その他 266,782 371,690

    流動負債合計 1,968,256 32.3 1,642,121 27.6

Ⅱ 固定負債

   退職給付引当金 909,704 907,835

   役員退職慰労金引当金 50,655 55,781

   その他 148,401 154,847

    固定負債合計 1,108,761 18.2 1,118,464 18.8

    負債合計 3,077,018 50.5 2,760,586 46.4

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,310,825 1,310,825

 ２ 資本剰余金 1,087,366 1,087,366

 ３ 利益剰余金 355,094 553,809

 ４ 自己株式 △48,425 △49,137

    株主資本合計 2,704,860 44.4 2,902,863 48.9

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価差額金 312,207 280,536

    評価・換算差額等合計 312,207 5.1 280,536 4.7

    純資産合計 3,017,068 49.5 3,183,399 53.6

    負債純資産合計 6,094,087 100 5,943,986 100



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,965,127 100 6,141,002 100

Ⅱ 売上原価 2,246,323 75.8 4,666,943 76.0

   売上総利益 718,803 24.2 1,474,058 24.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 650,676 21.9 1,289,812 21.0

   営業利益 68,127 2.3 184,246 3.0

Ⅳ 営業外収益

   受取配当金 4,822 8,099

   販売手数料 4,422 11,098

   持分法による投資利益 8,314 52,774

   その他 5,342 22,902 0.8 13,612 85,585 1.4

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 3,252 6,771

   固定資産除却損 564 1,624

   遅延損害金 942 942

   その他 693 5,453 0.2 554 9,893 0.2

    経常利益 85,576 2.9 259,938 4.2

Ⅵ 特別利益

   投資有価証券売却益 ─ 32,152

   営業譲渡益 2,210 2,210 0.1 2,210 34,362 0.6

    税金等調整前中間(当期)純利益 87,786 3.0 294,301 4.8

    法人税、住民税及び事業税 7,600 15,400

    法人税等調整額 ─ 7,600 0.3 ─ 15,400 0.3

    中間(当期)純利益 80,186 2.7 278,901 4.5



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

   

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

   

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,310,825 1,087,366 274,908 △48,425 2,624,674

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 80,186 80,186

 株主資本以外の項目の 
 中間連結会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計(千円) ─ ─ 80,186 ─ 80,186

平成18年９月30日残高(千円) 1,310,825 1,087,366 355,094 △48,425 2,704,860

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 373,925 373,925 2,998,600

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 80,186

 株主資本以外の項目の 
 中間連結会計期間中の変動額(純額)

△61,717 △61,717 △61,717

中間連結会計期間中の変動額合計(千円) △61,717 △61,717 18,468

平成18年９月30日残高(千円) 312,207 312,207 3,017,068

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,310,825 1,087,366 274,908 △48,425 2,624,674

連結会計年度中の変動額

 当期純利益 278,901 278,901

 自己株式の取得 △712 △712

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計(千円) ─ ─ 278,901 △712 278,188

平成19年３月31日残高(千円) 1,310,825 1,087,366 553,809 △49,137 2,902,863

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 373,925 373,925 2,998,600

連結会計年度中の変動額

 当期純利益 278,901

 自己株式の取得 △712

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△93,389 △93,389 △93,389

連結会計年度中の変動額合計(千円) △93,389 △93,389 184,799

平成19年３月31日残高(千円) 280,536 280,536 3,183,399



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純利益 87,786 294,301

減価償却費 25,975 52,830

貸倒引当金の増減額(△は減少) 1,853 172

賞与引当金の増減額(△は減少) 3,700 14,300

役員賞与引当金の増減額(△は減少) ─ 18,396

受注工事損失引当金の増減額(△は減少) 11,793 4,853

退職給付引当金の増減額(△は減少) △18,375 △20,244

役員退職慰労金引当金の増減額(△は減少) 591 5,717

受取利息及び受取配当金 △4,909 △8,918

支払利息 3,252 6,771

持分法による投資損益(△は利益) △8,314 △52,774

有形固定資産除却損 564 1,624

投資有価証券売却益 ─ △32,152

営業譲渡益 △2,210 △2,210

売上債権の増減額(△は増加) 64,252 462,418

たな卸資産の増減額(△は増加) △271,468 51,040

仕入債務の増減額(△は減少) △28,562 △468,265

未払消費税等の増減額(△は減少) △21,114 6,881

その他資産の増減額(△は増加) △19,082 9,833

その他負債の増減額(△は減少) 46,079 66,194

小計 △128,188 410,771

利息及び配当金の受取額 5,693 9,465

利息の支払額 △3,295 △6,910

法人税等の支払額 △15,160 △14,927

 営業活動によるキャッシュ・フロー △140,950 398,399

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △262,214 △574,814

定期預金の払戻しによる収入 261,613 573,613

有形固定資産の取得による支出 △6,680 △11,614

投資有価証券の取得による支出 △2,883 △5,716

投資有価証券の売却による収入 ─ 44,800

貸付による支出 ─ △500

貸付金の回収による収入 330 620

営業譲渡による収入 2,210 2,210

その他投資の取得による支出 △1,317 △2,634

 投資活動によるキャッシュ・フロー △8,942 25,962

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額(△は純減少) △5,000 ─

自己株式の取得による支出 ─ △712

 財務活動によるキャッシュ・フロー △5,000 △712

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─ ─

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △154,893 423,650

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 770,783 770,783

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 615,890 1,194,433



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結している。 

連結子会社の数    １社 

連結子会社の名称   ㈱神田製作所

すべての子会社を連結している。 

連結子会社の数    １社 

連結子会社の名称   ㈱神田製作所

２ 持分法の適用に関する事項 すべての関連会社に対する投資につい

て、持分法を適用している。 

持分法を適用した関連会社数  １社 

会社等の名称      日神電子㈱

すべての関連会社に対する投資につい

て、持分法を適用している。 

持分法を適用した関連会社数  １社 

会社等の名称      日神電子㈱

３ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等に

基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

② たな卸資産

a 未成工事支出金

個別法による原価法

② たな卸資産

a 未成工事支出金

同左

b 製品仕掛品

個別法による原価法

b 製品仕掛品

同左

c 材料貯蔵品

主として移動平均法による原価法

c 材料貯蔵品

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

① 有形固定資産

定率法。なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定する方法と

同一の基準

① 有形固定資産

 同左

② 無形固定資産

定額法

② 無形固定資産

 同左

(3) 重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権及び破産更生債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。

① 貸倒引当金

 同左

② 賞与引当金 ② 賞与引当金

 従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき計上し

ている。

 同左

③     ――────── ③ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき計上してい

る。



 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

④ 受注工事損失引当金

受注工事の損失に備えるため、当中間

連結会計期間末における未引渡工事のう

ち損失が発生すると見込まれ、かつ、損

失額を合理的に見積ることが可能な工事

について、当該損失見積額を計上してい

る。

④ 受注工事損失引当金

受注工事の損失に備えるため、当連結

会計年度末における未引渡工事のうち損

失が発生すると見込まれ、かつ、損失額

を合理的に見積ることが可能な工事につ

いて、当該損失見積額を計上している。

⑤ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生していると認め

られる額を計上している。

数理計算上の差異については、発生の

翌連結会計年度に費用処理している。

⑤ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当連結会計

年度末において発生していると認められ

る額を計上している。

数理計算上の差異については、発生の

翌連結会計年度に費用処理している。

⑥ 役員退職慰労金引当金

役員退職慰労金の支出に備えるため、

当連結会計年度末における役員退職慰労

金規程による要支給額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生していると

認められる額を計上している。

⑥ 役員退職慰労金引当金

役員退職慰労金の支出に備えるため、

当連結会計年度末における役員退職慰労

金規程による要支給額に基づき、当連結

会計年度末において発生していると認め

られる額を計上している。

(4) 重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。

同左

(5) その他中間連結財務諸表(連結財務

諸表)作成のための基本となる重要

な事項

① 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっている。

① 消費税等の会計処理

 同左

② 調整年金

調整年金を採用し、東京都電機厚生年

金基金に加入している。

平成18年９月30日現在の年金資産の合

計額は2,621,742千円である。

② 調整年金

調整年金を採用し、東京都電機厚生年

金基金に加入している。

平成19年３月31日現在の年金資産の合

計額は2,834,796千円である。

４ 中間連結キャッシュ・フロー計算

書(連結キャッシュ・フロー計算

書)における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっている。

同左



  

会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用している。 

 これによる損益に与える影響はない。 

 なお、従来の「資本の部」の合計 に相当する 金額は

3,017,068千円である。 

 中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間に

おける中間連結財務諸表は、改正後の中間連結財務諸表規則に

より作成している。

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用している。 

 これによる損益に与える影響はない。 

 な お、従 来 の「資 本 の 部」の 合 計 に 相 当 す る 金 額 は

3,183,399千円である。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連

結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により作成してい

る。

────────── (役員賞与に関する会計基準) 

 当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号)を適

用している。 

 この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益が18,396千円減少している。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

(中間連結損益計算書) 

 「持分法による投資利益」は営業外収益総額の100分の10を

超えたため、区分掲記した。なお、前中間連結会計期間は「そ

の他」に356千円含まれている。 

 「固定資産除却損」は営業外費用総額の100分の10を超えた

ため、区分掲記した。なお、前中間連結会計期間は「その他」

に233千円含まれている。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 継続的商品供給契約に基づく担保

定期預金 5,000千円

土地 2,279千円

投資有価証券 156,800千円

※１ 継続的商品供給契約に基づく担保

定期預金 5,000千円

土地 2,279千円

投資有価証券 148,750千円

 

上記に対応する債務

工事未払金等 392,378千円

金銭消費貸借契約に基づく担保

定期預金 235,000千円

 

上記に対応する債務

工事未払金等 319,923千円

金銭消費貸借契約に基づく担保

定期預金 235,000千円

上記に対応する債務

短期借入金 235,000千円

上記に対応する債務

短期借入金 235,000千円

※２  中間連結会計期間末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理している。  

 なお、当中間連結会計期間末日が金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期間末日満期手形が、中間

連結会計期間末残高に含まれている。

受取手形 25,131千円

※２  連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理している。  

 従って、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会計年

度末残高に含まれている。

受取手形 8,201千円

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

賞与引当金繰入額 59,152千円

退職給付費用 29,556千円

役員退職慰労金引当金繰入額 5,148千円

従業員給料手当 312,056千円

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

賞与引当金繰入額 63,049千円

役員賞与引当金繰入額 18,396千円

退職給付費用 59,270千円

役員退職慰労金引当金繰入額 10,274千円

従業員給料手当 660,986千円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りである。 

 単元未満株式の買取りによる増加      3,446株 

  

３ 新株予約権に関する事項 

  該当事項なし。 

  

４ 配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

  該当事項なし。 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 8,744,091 ─ ─ 8,744,091

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 132,307 ─ ─ 132,307

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 8,744,091 ─ ─ 8,744,091

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 132,307 3,446 ─ 135,753

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額 

(千円）
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 43,041 5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 現金及び現金同等物の中間連結会計期間末残高と中間連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金 940,205千円

預入期間が３ヵ月を超える 
定期預金

△324,315千円

現金及び現金同等物 615,890千円

 

 現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金預金 1,519,349千円

預入期間が３ヵ月を超える 
定期預金

△324,915千円

現金及び現金同等物 1,194,433千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

その他 
(機械・運搬具) 

(千円)

取得価額相当額 28,670

減価償却累計額相当額 8,251

中間期末残高相当額 20,418

その他 
(機械・運搬具) 

(千円)

取得価額相当額 28,670

減価償却累計額相当額 10,640

期末残高相当額 18,029

 

 ② 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 90,783千円

１年超 141,807千円

合計 232,590千円

 (注)未経過リース料中間期末残高相当額は、転貸による未経

過リース料中間期末残高相当額211,589千円を含めて記載

している。

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 78,752千円

１年超 107,709千円

合計 186,461千円

 (注)未経過リース料期末残高相当額は、転貸による未経過リ

ース料期末残高相当額167,765千円を含めて記載してい

る。

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 5,193千円

減価償却費相当額 4,714千円

支払利息相当額 395千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 7,858千円

減価償却費相当額 7,103千円

支払利息相当額 754千円

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

  ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっている。

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

同左

  利息相当額の算定方法

  ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっている。

  利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

  

１ 時価のある有価証券 
  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額である。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間及び前連結会計年度については、当社グループは、デリバティブ取引を全く行

っていないため該当事項はない。 

  

区分

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

取得原価 
(千円)

中間連結 
貸借対照表 

計上額 
(千円)

差額 
(千円)

取得原価 
(千円)

連結 
貸借対照表 
計上額 
(千円)

差額 
(千円)

その他有価証券

 ① 株式 362,319 848,170 485,851 352,504 778,787 426,283

 ② 債権 ─ ─ ─ ─ ─ ─

 ③ その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─

合計 362,319 848,170 485,851 352,504 778,787 426,283

内容

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表計上額(千円) 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 3,238 3,238

合計 3,238 3,238



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、親会社及び連結子会社の事業の類似性・関連性を勘案し、建設事業、情報システム事業、製造

事業、不動産賃貸事業に区分している。 

２ 各事業の主な事業内容 

(1) 建設事業…電話交換設備、各種ネットワークシステムの企画・提案・構築等、及びサポートサービス。 

(2) 情報システム事業…情報機器及びソフトウェアの販売、情報システムの企画・提案・構築等、及びサポー

トサービス。 

(3) 製造事業…情報システム関連装置及び産業用制御盤の製作。 

(4) 不動産賃貸事業…不動産の賃貸。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間及び前連結会計年度については、在外連結子会社及び在外支店がないため記

載していない。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間及び前連結会計年度については、海外売上高がないため記載していない。 

  

建設事業 
（千円）

情報シス
テム事業 
（千円）

製造事業
（千円）

不動産
賃貸事業 
（千円）

計
（千円）

消去 
又は全社 
（千円）

連結 
（千円）

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 2,050,473 622,205 266,364 26,083 2,965,127 ─ 2,965,127

 (2) セグメント間の 
      内部売上高又は振替高

─ 1,169 ─ ─ 1,169 (1,169) ─

計 2,050,473 623,374 266,364 26,083 2,966,297 (1,169) 2,965,127

営業費用 1,955,588 658,832 271,446 12,302 2,898,170 (1,169) 2,897,000

営業利益又は営業損失(△) 94,885 △35,457 △5,081 13,780 68,127 ─ 68,127

建設事業 
（千円）

情報シス
テム事業 
（千円）

製造事業
（千円）

不動産
賃貸事業 
（千円）

計
（千円）

消去 
又は全社 
（千円）

連結 
（千円）

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 3,927,932 1,582,500 578,401 52,167 6,141,002 ─ 6,141,002

 (2) セグメント間の 
      内部売上高又は振替高

─ 5,492 ─ ─ 5,492 (5,492) ─

計 3,927,932 1,587,993 578,401 52,167 6,146,494 (5,492) 6,141,002

営業費用 3,766,692 1,607,623 561,925 26,006 5,962,248 (5,492) 5,956,755

営業利益又は営業損失(△) 161,240 △19,630 16,475 26,160 184,246 ─ 184,246



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日

 至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 350.34円 １株当たり純資産額 369.80円

１株当たり中間純利益 9.31円 １株当たり当期純利益 32.39円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載していない。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

１株当たり中間純利益の算定上の基礎

中間連結損益計算書上の中間純利益 80,186千円

普通株式に係る中間純利益 80,186千円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項なし。

普通株式の期中平均株式数 8,611千株

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

連結損益計算書上の当期純利益 278,901千円

普通株式に係る当期純利益 278,901千円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項なし。

普通株式の期中平均株式数 8,611千株

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日

 至 平成19年３月31日)

────────────

 

子会社株式の譲渡について 

 子会社株式の譲渡については、平成19年４月９日開催の当社

取締役会において決議され、平成19年４月26日に当社の連結子

会社である株式会社神田製作所の全株式を同社に譲渡した。

(1)株式譲渡の理由 

 当社連結子会社である株式会社神田製作所(代表取締役社

長 佐藤 秀治)は、情報通信周辺機器・産業用制御盤の製造

を事業としているが、現在では当社事業との関連性も無くな

ってきていることから、当社の保有する同社株式買取の申し

出があり、同社が自主的な事業展開を図っていくことを考慮

し、当社取締役会において、同社株式の全部を同社に譲渡す

ることを承認した。

(2)株式譲渡する子会社の概要

① 商号 株式会社神田製作所

② 代表者 代表取締役社長 佐藤 秀治

③ 所在地
福島県東白川郡矢祭町大字 
中石井字岡下158番地

④ 設立年月日 昭和46年２月８日

⑤ 主な事業の内容
情報通信周辺機器・ 
産業用制御盤の製造

⑥ 事業年度の末日 ３月31日

⑦ 従業員 48名

⑧ 資本の額 30,000千円

⑨ 発行済株式総数 60,000株

⑩
大株主構成および 
所有割合

神田通信機株式会社 100%

(3)株式譲渡先 

 株式会社神田製作所(代表取締役社長 佐藤 秀治)

(4)譲渡株式数、譲渡前後の所有株式の状況

① 譲渡前の所有株式数 60,000株（所有割合 100%）

② 譲渡株式数
60,000株（譲渡価格 78,000 
     千円）

③ 譲渡後の所有株式数   ― 株（所有割合  ―%）



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
  

 
  

前中間会計期間末 

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金預金 ※２ 876,292 1,574,769 1,402,656

   受取手形 ※３ 71,363 80,006 147,095

   完成工事未収入金 960,369 476,624 583,777

   売掛金 183,781 191,289 176,626

   未成工事支出金 148,007 155,491 108,294

   仕掛品 373,519 40,622 88,571

   材料貯蔵品 844 2,278 1,194

   その他 61,844 48,257 34,334

    貸倒引当金 △2,117 △1,313 △1,581

    流動資産合計 2,673,905 46.8 2,568,025 47.7 2,540,969 46.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

    建物 604,278 585,558 597,068

    土地 ※２ 1,520,934 1,520,934 1,520,934

    その他 31,245 31,661 29,581

     有形固定資産合計 2,156,459 37.8 2,138,154 39.7 2,147,585 39.1

 ２ 無形固定資産 10,408 0.2 10,158 0.2 10,283 0.2

 ３ 投資その他の資産

    投資有価証券 ※２ 785,558 617,107 709,517

    その他 95,344 62,713 96,150

     貸倒引当金 △13,674 △7,734 △12,528

     投資その他の資産合計 867,228 15.2 672,086 12.4 793,139 14.4

     固定資産合計 3,034,095 53.2 2,820,400 52.3 2,951,008 53.7

     資産合計 5,708,001 100 5,388,425 100 5,491,978 100



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 174,400 216,493 123,706

   工事未払金 ※２ 826,647 467,698 409,161

   買掛金 ※２ 168,795 152,488 216,415

   短期借入金 ※２ 270,000 270,000 275,000

   未払法人税等 13,577 13,104 21,706

   未払消費税等 25,507 29,524 51,505

   賞与引当金 118,000 121,000 129,000

   受注工事損失引当金 13,042 ─ 6,102

   その他 208,534 226,853 272,597

    流動負債合計 1,818,507 31.8 1,497,164 27.8 1,505,194 27.4

Ⅱ 固定負債

   退職給付引当金 830,442 831,803 824,552

   役員退職慰労金引当金 39,802 49,102 44,113

   その他 167,394 134,231 173,605

    固定負債合計 1,037,639 18.2 1,015,137 18.8 1,042,271 19.0

    負債合計 2,856,147 50.0 2,512,301 46.6 2,547,466 46.4

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,310,825 1,310,825 1,310,825

 ２ 資本剰余金

    資本準備金 328,000 328,000 328,000

    その他資本剰余金 759,366 759,366 759,366

   資本剰余金合計 1,087,366 1,087,366 1,087,366

 ３ 利益剰余金

    利益準備金 ─ 4,310 ─

    その他利益剰余金

     別途積立金 76,500 216,500 76,500

     繰越利益剰余金 137,808 115,929 268,035

   利益剰余金合計 214,308 336,739 344,535

 ４ 自己株式 △48,425 △50,373 △49,137

   株主資本合計 2,564,074 44.9 2,684,557 49.8 2,693,589 49.0

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価差額金 287,779 191,565 250,922

   評価・換算差額等合計 287,779 5.1 191,565 3.6 250,922 4.6

   純資産合計 2,851,854 50.0 2,876,123 53.4 2,944,512 53.6

   負債純資産合計 5,708,001 100 5,388,425 100 5,491,978 100



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   完成工事高 2,050,473 1,809,373 3,927,932

   情報システム事業 
   売上高

622,236 585,799 1,583,110

   不動産賃貸事業 
   売上高

26,083 2,698,793 100 25,964 2,421,137 100 52,167 5,563,210 100

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 ※２ 1,509,825 1,358,579 2,882,702

   情報システム事業 
   売上原価

※２ 486,915 440,905 1,270,902

   不動産賃貸事業 
   売上原価

※２ 12,302 2,009,044 74.4 11,816 1,811,301 74.8 26,006 4,179,611 75.1

    売上総利益

     完成工事総利益 540,647 450,794 1,045,230

情報システム事業
売上総利益

135,320 144,893 312,208

     不動産賃貸事業 
     売上総利益

13,780 689,749 25.6 14,148 609,836 25.2 26,160 1,383,599 24.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 616,541 22.9 628,428 26.0 1,215,828 21.9

   営業利益又は 
   営業損失(△)

73,208 2.7 △18,592 △0.8 167,770 3.0

Ⅳ 営業外収益

   受取配当金 5,289 7,952 8,314

   販売手数料 4,422 6,151 11,098

   その他 3,005 12,717 0.5 3,647 17,750 0.8 8,608 28,021 0.5

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 3,159 3,746 6,547

   遅延損害金 942 ─ 942

   その他 445 4,547 0.2 864 4,611 0.2 1,249 8,739 0.2

    経常利益又は 
    経常損失(△)

81,378 3.0 △5,454 △0.2 187,052 3.3

Ⅵ 特別利益 ※１ ─ ─ 48,000 2.0 32,152 0.6

   税引前中間(当期) 
   純利益

81,378 3.0 42,545 1.8 219,205 3.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

7,400 7,300 15,000

   法人税等調整額 ─ 7,400 0.3 ─ 7,300 0.3 ─ 15,000 0.2

   中間(当期)純利益 73,978 2.7 35,245 1.5 204,205 3.7



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,310,825 328,000 759,366 76,500 63,830

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 73,978

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計(千円) ─ ─ ─ ─ 73,978

平成18年９月30日残高(千円) 1,310,825 328,000 759,366 76,500 137,808

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) △48,425 2,490,096 341,275 341,275 2,831,371

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 73,978 73,978

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)

△53,495 △53,495 △53,495

中間会計期間中の変動額合計(千円) ─ 73,978 △53,495 △53,495 20,482

平成18年９月30日残高(千円) △48,425 2,564,074 287,779 287,779 2,851,854



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 1,310,825 328,000 759,366 ─ 76,500 268,035

中間会計期間中の変動額

 利益準備金の積立 4,310 △4,310

 別途積立金の積立 140,000 △140,000

 剰余金の配当 △43,041

 中間純利益 35,245

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計(千円) ─ ─ ─ 4,310 140,000 △152,105

平成19年９月30日残高(千円) 1,310,825 328,000 759,366 4,310 216,500 115,929

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算 

差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) △49,137 2,693,589 250,922 250,922 2,944,512

中間会計期間中の変動額

 利益準備金の積立 ─ ─

 別途積立金の積立 ─ ─

 剰余金の配当 △43,041 △43,041

 中間純利益 35,245 35,245

 自己株式の取得 △1,235 △1,235 △1,235

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)

△59,356 △59,356 △59,356

中間会計期間中の変動額合計(千円) △1,235 △9,031 △59,356 △59,356 △68,388

平成19年９月30日残高(千円) △50,373 2,684,557 191,565 191,565 2,876,123



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 1,310,825 328,000 759,366 76,500 63,830

事業年度中の変動額

 当期純利益 204,205

 自己株式の取得

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ─ ─ ─ ─ 204,205

平成19年３月31日残高(千円) 1,310,825 328,000 759,366 76,500 268,035

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) △48,425 2,490,096 341,275 341,275 2,831,371

事業年度中の変動額

 当期純利益 204,205 204,205

 自己株式の取得 △712 △712 △712

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△90,353 △90,353 △90,353

事業年度中の変動額合計(千円) △712 203,493 △90,353 △90,353 113,140

平成19年３月31日残高(千円) △49,137 2,693,589 250,922 250,922 2,944,512



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  前中間会計期間、前事業年度は、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書

を作成していたため、当中間会計期間に係る中間キャッシュ・フロー計算書のみを記載している。 

 
  

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 42,545

減価償却費 24,194

貸倒引当金の増減額(△は減少) △5,061

賞与引当金の増減額(△は減少) △8,000

役員賞与引当金の増減額(△は減少) △14,000

受注工事損失引当金の増減額(△は減少) △6,102

退職給付引当金の増減額(△は減少) 7,250

役員退職慰労金引当金の増減額(△は減少) 4,989

受取利息及び受取配当金 △8,864

支払利息 3,746

子会社株式譲渡益 △48,000

有形固定資産除却損 317

売上債権の増減額(△は増加) 148,527

たな卸資産の増減額(△は増加) △330

仕入債務の増減額(△は減少) 78,622

未払消費税等の増減額(△は減少) △21,980

その他資産の増減額(△は増加) △10,785

その他負債の増減額(△は減少) △16,658

小計 170,409

利息及び配当金の受取額 8,710

利息の支払額 △3,053

法人税等の支払額 △14,655

 営業活動によるキャッシュ・フロー 161,412

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △271,928

定期預金の払戻しによる収入 275,214

有形固定資産の取得による支出 △17,346

有形固定資産の売却による収入 1,190

投資有価証券の取得による支出 △1,638

子会社株式譲渡による収入 78,000

貸付金の回収による収入 460

その他投資の取得による支出 △1,317

 投資活動によるキャッシュ・フロー 62,635

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額(△は純減少) △5,000

配当金の支払額 △42,515

自己株式の取得による支出 △1,235

 財務活動によるキャッシュ・フロー △48,751

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 175,295

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,097,741

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 1,273,036



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評

価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株

式

   移動平均法による原価法

(1) 有価証券

① 関連会社株式

 

   同左

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株

式

   同左

② その他有価証券

   時価のあるもの

中間会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定)

② その他有価証券

   時価のあるもの

同左

② その他有価証券

   時価のあるもの

事業年度末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定)

   時価のないもの

移動平均法による原価

法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産 (2) たな卸資産 (2) たな卸資産

 ① 未成工事支出金 

   個別法による原価法

 ① 未成工事支出金 

   同左

 ① 未成工事支出金 

   同左

 ② 仕掛品 

   個別法による原価法

 ② 仕掛品 

   同左

 ② 仕掛品 

   同左

 ③ 材料貯蔵品

   移動平均法による原価法

 ③ 材料貯蔵品 

   同左

 ③ 材料貯蔵品 

   同左

２ 固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

定率法。なお、耐用年数

及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と

同一の基準

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

定率法。なお、耐用年数

及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と

同一の基準

(会計方針の変更) 

 法人税法の改正((所得税法等

の一部を改正する法律 平成19

年３月30日 法律第６号)及び

(法人税法施行令の一部を改正

する政令 平成19年３月30日

政令第83号))に伴い、当中間会

計期間から、平成19年４月１日

以降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づく

方法に変更している。 

 当該変更に伴う損益に与える

影響は軽微である。

(追加情報) 

 当中間会計期間から、平成19

年３月31日以前に取得したもの

については、償却可能限度額ま

で償却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によって

いる。 

 当該変更に伴う損益に与える

影響は軽微である。

(2) 無形固定資産

定額法

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権及び破産

更生債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上してい

る。

同左 同左

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上し

ている。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3)   ────── (3)   ────── (3) 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上している。

(4) 受注工事損失引当金

受注工事の損失に備える

ため、当中間会計期間末に

おける未引渡工事のうち損

失が発生すると見込まれ、

かつ、損失額を合理的に見

積ることが可能な工事につ

いて、当該損失見積額を計

上している。

(4) 受注工事損失引当金

同左

(4) 受注工事損失引当金

受注工事の損失に備える

ため、当事業年度末におけ

る未引渡工事のうち損失が

発生すると見込まれ、か

つ、損失額を合理的に見積

ることが可能な工事につい

て、当該損失見積額を計上

している。

(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上している。

数理計算上の差異につい

ては、発生の翌事業年度に

費用処理している。

(5) 退職給付引当金

同左

(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生し

ていると認められる額を計

上している。

数理計算上の差異につい

ては、発生の翌事業年度に

費用処理している。

(6) 役員退職慰労金引当金

役員退職慰労金の支出に

備えるため、当事業年度末

における役員退職慰労金規

程による要支給額に基づ

き、当中間会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上している。

(6) 役員退職慰労金引当金

同左

(6) 役員退職慰労金引当金

役員退職慰労金の支出に

備えるため、当事業年度末

における役員退職慰労金規

程による要支給額に基づ

き、当事業年度末において

発生していると認められる

額を計上している。

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。

 同左  同左



 
  

会計処理の変更 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 中間キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲

───────  手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資

からなっている。

───────

６ その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基

本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っている。

なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のう

え、流動負債の「未払消費

税等」として区分掲記して

いる。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っている。

(2) 調整年金

当社は昭和44年７月から

調整年金を採用し、東京都

電機厚生年金基金に加入し

ている。

平成18年９月30日現在の

年 金 資 産 の 合 計 額 は

2,327,050千円である。

(2) 調整年金

当社は昭和44年７月から

調整年金を採用し、東京都

電機厚生年金基金に加入し

ている。

平成19年９月30日現在の

年 金 資 産 の 合 計 額 は

2,540,904千円である。

(2) 調整年金

当社は昭和44年７月から

調整年金を採用し、東京都

電機厚生年金基金に加入し

ている。

平成19年３月31日現在の

年 金 資 産 の 合 計 額 は

2,507,581千円である。

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用している。 

 これによる損益に与える影響はない。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は2,851,854千円である。 

 中間財務諸表等規則の改正により、当

中間会計期間における中間財務諸表は、

改正後の中間財務諸表等規則により作成

している。

────────── (貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等) 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８号)を適

用している。 

 これによる損益に与える影響はない。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相

当する金額は2,944,512千円である。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業

年度における財務諸表は、改正後の財務

諸表等規則により作成している。

────────── ────────── (役員賞与に関する会計基準) 

 当事業年度から「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年11月29日 企業会計基準第４号)を適用

している。 

 この結果、従来の方法に比べて、営業

利益、経常利益及び税引前当期純利益が

14,000千円減少している。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

1,122,163千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

1,139,756千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

1,132,861千円

※２ 継続的商品供給契約に基づく担保

定期預金 5,000千円

土地 2,279千円

投資有価証券 156,800千円

※２ 継続的商品供給契約に基づく担保

定期預金 5,000千円

土地 2,279千円

投資有価証券 119,350千円

※２ 継続的商品供給契約に基づく担保

定期預金 5,000千円

土地 2,279千円

投資有価証券 148,750千円

 

上記に対応する債務

工事未払金等 392,378千円

金銭消費貸借契約に基づく担保

定期預金 235,000千円

 

上記に対応する債務

工事未払金等 414,021千円

金銭消費貸借契約に基づく担保

定期預金 235,000千円

 

上記に対応する債務

工事未払金等 319,923千円

金銭消費貸借契約に基づく担保

定期預金 235,000千円

 

上記に対応する債務

短期借入金 235,000千円

※３  中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理している。 

 なお、当中間会計期間末日が金

融機関の休日であったため、次の

中間会計期間末日満期手形が、中

間会計期間末残高に含まれてい

る。

受取手形 24,804千円

 

上記に対応する債務

短期借入金 235,000千円

※３  中間会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理している。 

 なお、当中間会計期間末日が金

融機関の休日であったため、次の

中間会計期間末日満期手形が、中

間会計期間末残高に含まれてい

る。

受取手形 14,604千円

 

上記に対応する債務

短期借入金 235,000千円

※３  事業年度末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をもっ

て決済処理している。 

 なお、当事業年度末日が金融機

関の休日であったため、次の事業

年度末日満期手形が、事業年度末

残高に含まれている。 

 

受取手形 7,969千円

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
※１ ───────── ※１ 特別利益の主要項目

子会社株式譲渡益 48,000千円

※１ 特別利益の主要項目

投資有価証券売却益 32,152千円

※２ 減価償却実施額

有形固定資産 24,038千円

無形固定資産 124千円

※２ 減価償却実施額

有形固定資産 23,911千円

無形固定資産 124千円

※２ 減価償却実施額

有形固定資産 48,794千円

無形固定資産 249千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

 前中間会計期間及び前事業年度に係る「中間株主資本等変動計算書関係（株主資本等変動計算書関係）」における発

行済株式に関する事項及び新株予約権等に関する事項については、中間連結財務諸表及び連結財務諸表における注記事

項として記載していたため、当中間会計期間に係る注記事項のみを記載している。 

  

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  自己株式に関する事項 

 
  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りである。 

 単元未満株式の買取りによる増加      6,106株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項なし。 

  

４ 配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

 
  

(2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

   該当事項なし。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りである。 

 単元未満株式の買取りによる増加      3,446株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 132,307 ─ ─ 132,307

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 8,744,091 ─ ─ 8,744,091

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 135,753 6,106 ─ 141,859

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円）
１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 43,041 5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 132,307 3,446 ─ 135,753



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

 前中間会計期間及び前事業年度については、中間連結財務諸表及び連結財務諸表における注記事項として記載してい

たため、当中間会計期間に係る注記事項のみを記載している。 

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

──────────  現金及び現金同等物の中間会計期間末

残高と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金預金 1,574,769千円

預入期間が３ヵ月を 
超える定期預金

△301,628千円

別段預金 △104千円

現金及び 
現金同等物

1,273,036千円

──────────

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額

その他 
(車両運搬具) 

(千円)

取得価額相当額 6,070

減価償却
累計額相当額

2,529

中間期末 
残高相当額

3,540

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額

その他 
(車両運搬具) 

(千円)

取得価額相当額 6,070

減価償却
累計額相当額

3,540

中間期末 
残高相当額

2,529

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額

その他 
(車両運搬具) 

(千円)

取得価額相当額 6,070

減価償却
累計額相当額

3,034

期末残高相当額 3,035

 ② 未経過リース料中間期末残高相当

額

１年内 87,136千円

１年超 128,235千円

合計 215,371千円

 ② 未経過リース料中間期末残高相当

額

１年内 67,725千円

１年超 77,137千円

合計 144,863千円

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

 

１年内 75,048千円

１年超 96,004千円

合計 171,052千円

 (注)未経過リース料中間期末残高相当

額は、転貸による未経過リース料中

間期末残高相当額211,589千円を含

めて記載している。

 (注)未経過リース料中間期末残高相当

額は、転貸による未経過リース料中

間期末残高相当額142,087千円を含

めて記載している。

 (注)未経過リース料期末残高相当額

は、転貸による未経過リース料期末

残高相当額167,765千円を含めて記

載している。

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 595千円

減価償却費相当額 505千円

支払利息相当額 112千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 595千円

減価償却費相当額 505千円

支払利息相当額 85千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額

支払リース料 1,191千円

減価償却費相当額 1,011千円

支払利息相当額 211千円

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってい

る。

  減価償却費相当額の算定方法

同左

  減価償却費相当額の算定方法

同左

  利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。

  利息相当額の算定方法

同左

  利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

 前中間会計期間及び前事業年度に係る「有価証券関係」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものを除く。）

については、中間連結財務諸表及び連結財務諸表における注記事項として記載していたため、記載していない。なお、

前中間会計期間及び前事業年度において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

 前中間会計期間及び前事業年度に係る「デリバティブ取引関係」については、中間連結財務諸表及び連結財務諸表に

おける注記事項として記載していたため、記載していない。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので該当事項はない。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  該当事項なし。 

  

取得原価 
(千円)

中間貸借対照表計上額 
(千円)

差額 
(千円)

その他有価証券

株式 321,825 613,869 292,043

合計 321,825 613,869 292,043

内容 中間貸借対照表計上額(千円)

(1)関連会社株式 2,000

(2)その他有価証券

非上場株式 3,238



(持分法損益等) 

 前中間会計期間及び前事業年度に係る「持分法損益等」については、中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成して

いたため、記載していない。 

 
  

(企業結合等関係) 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  該当事項なし。 

  

(１株当たり情報) 

 前中間会計期間における「１株当たり情報」については、中間連結財務諸表における注記事項として記載していたた

め、記載していない。 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

──────────
 

 

 

関連会社に対する投資の金額

2,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額

133,832千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額

11,984千円

──────────

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日

 至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日

 至 平成19年３月31日)

────────── １株当たり純資産額 334.35円 １株当たり純資産額 342.05円

１株当たり中間純利益 4.10円 １株当たり当期純利益 23.71円

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、潜在株式が
存在しないため記載していない。

 なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式が
存在しないため記載していない。

１株当たり中間純利益の算定上の基
礎

１株当たり当期純利益の算定上の基
礎

 中間損益計算書上の中間純利益  損益計算書上の当期純利益

35,245千円 204,205千円

 普通株式に係る中間純利益  普通株式に係る当期純利益

35,245千円 204,205千円

普通株主に帰属しない金額の主要な
内訳

普通株主に帰属しない金額の主要な
内訳

  該当事項なし。   該当事項なし。

 普通株式の期中平均株式数  普通株式の期中平均株式数

8,604千株 8,611千株



(重要な後発事象) 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

────────── ──────────

 

 

子会社株式の譲渡について 

 子会社株式の譲渡については、平成19

年４月９日開催の当社取締役会において

決議され、平成19年４月26日に当社の連

結子会社である株式会社神田製作所の全

株式を同社に譲渡した。

(1)株式譲渡の理由 

 当社連結子会社である株式会社神田

製作所(代表取締役社長 佐藤 秀治)

は、情報通信周辺機器・産業用制御盤

の製造を事業としているが、現在では

当社事業との関連性も無くなってきて

いることから、当社の保有する同社株

式買取の申し出があり、同社が自主的

な事業展開を図っていくことを考慮

し、当社取締役会において、同社株式

の全部を同社に譲渡することを承認し

た。

(2)株式譲渡する子会社の概要

① 商号 株式会社神田製作所

② 代表者
代表取締役社長 
佐藤 秀治

③ 所在地
福島県東白川郡 
矢祭町大字中石井 
字岡下158番地

④ 設立年月日 昭和46年２月８日

⑤ 主な事業の内容
情報通信周辺機器・ 
産業用制御盤の製造

⑥ 事業年度の末日 ３月31日

⑦ 従業員 48名

⑧ 資本の額 30,000千円

⑨ 発行済株式総数 60,000株

⑩
大株主構成およ
び所有割合

神田通信機株式会社 
100%

(3)株式譲渡先 

 株式会社神田製作所 

 (代表取締役社長 佐藤 秀治)

(4)譲渡株式数、譲渡前後の所有株式の状

況

①
譲渡前の 
所有株式数

60,000株 
（所有割合 100%）

② 譲渡株式数
60,000株（譲渡価格
78,000千円)

③
譲渡後の所有株
式数

  ― 株 
（所有割合  ―%）

(5)株式譲渡に伴う譲渡益 48,000千円



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

 
  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度 第70期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 平成19年６月29日関東財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

訂正報告書(上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書)を平成19年９月７日関東財務局長に提出。



該当事項なし。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１１日

神 田 通 信 機 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている神田通信機株式会社

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、神田通信機株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 齋 藤 正 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原 科 博 文 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１１日

神 田 通 信 機 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている神田通信機株式会社

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第７０期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、神田通

信機株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年

９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 齋 藤 正 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原 科 博 文 

      



独立監査人の中間監査報告書 

平成１９年１２月１４日

神 田 通 信 機 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている神田通信

機株式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第７１期事業年度の中間会計期間（平成１９年４月１日から平成

１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、神田通

信機株式会社の平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

新 日 本 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 齋 藤 正 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原 科 博 文 

      


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の状況
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/46
	pageform2: 2/46
	form1: EDINET提出書類  2007/12/17 提出
	form2: 神田通信機株式会社(151163)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/46
	pageform4: 4/46
	pageform5: 5/46
	pageform6: 6/46
	pageform7: 7/46
	pageform8: 8/46
	pageform9: 9/46
	pageform10: 10/46
	pageform11: 11/46
	pageform12: 12/46
	pageform13: 13/46
	pageform14: 14/46
	pageform15: 15/46
	pageform16: 16/46
	pageform17: 17/46
	pageform18: 18/46
	pageform19: 19/46
	pageform20: 20/46
	pageform21: 21/46
	pageform22: 22/46
	pageform23: 23/46
	pageform24: 24/46
	pageform25: 25/46
	pageform26: 26/46
	pageform27: 27/46
	pageform28: 28/46
	pageform29: 29/46
	pageform30: 30/46
	pageform31: 31/46
	pageform32: 32/46
	pageform33: 33/46
	pageform34: 34/46
	pageform35: 35/46
	pageform36: 36/46
	pageform37: 37/46
	pageform38: 38/46
	pageform39: 39/46
	pageform40: 40/46
	pageform41: 41/46
	pageform42: 42/46
	pageform43: 43/46
	pageform44: 44/46
	pageform45: 45/46
	pageform46: 46/46


